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[事実の概要]
　Aは,銀行であるYとのあいだにおいて信用状取引についての基本約定を締結し,同取引によりAが負担する債務を担保するため,Yに対し輸入商品等に譲渡担保権を設定する旨を合意した(信用状取引については<解説>4を見よ)。この基本協定の実行としてYは,Aが本件商品を輸入するについて信用状を発行することにより,輸入代金の決済に要する資金を貸し付けた。Yは,この貸付けをするのに伴い,Aから,その担保として,本件商品に譲渡担保権の設定を受けるとともに,Aに対し,本件商品の貸渡しを行い,その処分権限を与えている。そこでAは,Bに対し,本件商品を売り渡した。ただし,BからAへの代金の支払は,済んでいない。

　こののちにAは破産宣告を受け,Xが破産管財人に選任された。破産宣告決定後にYは,上記の譲渡担保権に基づく物上代位権の行使として,AのBに対する本件商品の売買代金債権の差押えを申し立てた。執行裁判所は,このYの申立てを認容し,債権差押命令を発した。これに対してXは,この債権差押命令の取消しを求めて執行抗告を申し立てた。この執行抗告が原審において棄却されたため,Xは,原裁判所に対し,最高裁判所への抗告をするについての許可を求め(民事訴訟法337条参照),原裁判所は,これを許可した。

[判旨]
　抗告棄却。

　「右の事実関係〔〈事件の概要〉に紹介した事実関係〕の下においては,信用状発行銀行であるYは,輸入商品に対する譲渡担保権に基づく物上代位権の行使として,転売された輸入商品の売買代金債権を差し押さえることができ,このことは債務者であるAが破産宣告を受けた後に右差押えがされる場合であっても異なるところはないと解するのが相当である。」
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